
事 務 連 絡

平成３０年１０月３１日

国土交通省関係局バリアフリー施策担当 各位

各地方運輸局・地方整備局等バリアフリー施策担当 各位

国土交通省総合政策局

安 心 生 活 政 策 課

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の一部を改正する法律

並びに関連する政省令及び告示の施行について

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の一部を改正する法律（平成

３０年法律第３２号）が平成３０年５月２５日に公布されたところですが、今般、高齢

者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の一部を改正する法律の施行期日を

定める政令（平成３０年政令第２９７号）により、同法の規定の一部が平成３０年１１

月１日（他の規定は平成３１年４月１日）から施行されます。

また、あわせて、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の一

部を改正する政令（平成３０年政令第２９８号）、高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行規則及び移動等円滑化のために必要な道路の占用に関する基準

を定める省令の一部を改正する省令（平成３０年国土交通省令第８１号）及び移動等円

滑化の促進に関する基本方針の一部を改正する告示（平成３０年国家公安委員会・総務

省・国土交通省告示第１号）が施行されます。法改正及び政令改正の概要並びに施行日

は、別紙のとおりです。なお、平成３１年４月１日施行分に係る省令及び告示の改正に

ついては、現在、検討中であり、追ってご連絡いたします。

本省各局におかれましては、関係事業者等へ、各地方運輸局（内閣府沖縄総合事務局

を含む。）におかれましては、局内関係部局並びに管内の地方公共団体及び関係事業者

等へ、各地方整備局におかれましては、局内関係部局及び管内の関係事業者等へ周知い

ただきますよう、よろしくお願いいたします。

【添付資料】

・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の一部を改正する法律（平成

30年法律第32号）新旧対照表

・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の一部を改正する政令

（平成30年政令第298号）新旧対照表

・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則及び移動等円滑化の

ために必要な道路の占用に関する基準を定める省令の一部を改正する省令（平成30年

施行規則第81号）

・移動等円滑化の促進に関する基本方針の一部を改正する告示（平成３０年国家公安委

員会・総務省・国土交通省告示第１号）



○高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の一部を改正する法律（平成3

0年法律第32号）

【概要】

① 基本理念及び国等の責務

一 基本理念

この法律に基づく措置は、高齢者、障害者等にとって日常生活又は社会生活を営

む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものの

除去に資すること及び全ての国民が年齢、障害の有無その他の事情によって分け隔

てられることなく共生する社会の実現に資することを旨として、行われなければな

らないことを基本理念として定めるものとする。（第１条の２関係）

二 国等の責務

１ 国の責務に、関係行政機関及び高齢者、障害者等、地方公共団体、施設設置管

理者その他の関係者で構成する会議における定期的な評価その他のこれらの者の

意見を反映させるために必要な措置に係る規定を追加するものとする。 （第４条

第１項関係）

２ 国は、教育活動、広報活動等を通じて、高齢者、障害者等が公共交通機関を利

用して移動するために必要となる支援等の実施に関する国民の協力を求めるよう

努めなければならないものとする。（第４条第２項関係）

３ 国民は、高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要とな

る支援等の協力をするよう努めなければならないものとする。（第７条関係）

② 公共交通事業者等の範囲の拡大

この法律における「公共交通事業者等」に、道路運送法による一般貸切旅客自動車

運送事業者及び海上運送法による旅客不定期航路事業者を加えるものとする。（第２条

第４号関係）

③ 公共交通事業者等による取組の強化

一 高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる支援に係

る努力義務の創設

公共交通事業者等は、高齢者、障害者等に対し、これらの者が公共交通機関を利

用して移動するために必要となる乗降についての介助、旅客施設における誘導その

他の支援を適切に行うよう努めなければならないものとする。（第８条第４項関係）

二 公共交通事業者等による計画の作成等

１ 主務大臣は、旅客施設及び車両等の移動等円滑化を促進するため、旅客施設及

び車両等を公共交通移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置等並びに移

動等円滑化のために公共交通事業者等が講ずる措置によって達成すべき目標及び

当該目標を達成するために当該事項と併せて講ずべき措置に関し、公共交通事業

者等の判断の基準となるべき事項を定め、これを公表するものとする。（第９条の

２関係）

２ 主務大臣は、旅客施設及び車両等の移動等円滑化を促進するため必要があると

認めるときは、公共交通事業者等に対し、１の判断の基準となるべき事項を勘案

して、旅客施設及び車両等を公共交通移動等円滑化基準に適合させるために必要

な措置等の実施について必要な指導及び助言をすることができるものとする。（第

別紙



９条の３関係）

３ 公共交通事業者等（一定の要件に該当するものに限る。４及び５において同じ。）

は、毎年度、１の判断の基準となるべき事項において定められた目標に関し、そ

の達成のための計画を作成し、主務大臣に提出しなければならないものとする。（第

９条の４関係）

４ 公共交通事業者等は、毎年度、３の計画に基づく措置の実施の状況等を主務大

臣に報告しなければならないものとするとともに、これらを公表しなければなら

ないものとする。（第９条の５及び第９条の６関係）

５ 主務大臣は、公共交通事業者等の事業の用に供する旅客施設及び車両等の移動

等円滑化の状況が１の判断の基準となるべき事項に照らして著しく不十分である

と認めるときは、当該公共交通事業者等に対し、当該旅客施設及び車両等に係る

移動等円滑化に関し必要な措置をとるべき旨の勧告をすることができるものとす

るとともに、勧告を受けた公共交通事業者等がその勧告に従わなかったときは、

その旨を公表することができるものとする。（第９条の７関係）

④ 高齢者、障害者等が施設を円滑に利用するために必要となる情報の提供

道路管理者、路外駐車場管理者等、公園管理者等及び建築主等は、これらの者が管

理等する新設特定道路、新設特定路外駐車場、新設特定公園施設及び新築特別特定建

築物について、高齢者、障害者等に対し、これらの者が当該新設特定道路等を円滑に

利用するために必要となる情報を適切に提供するよう努めなければならないものとす

る。（第10条、第11条、第13条及び第14条関係）

⑤ 協定建築物の建築等及び維持保全の計画の認定等

一 建築主等は、一定の要件に適合する建築物特定施設と一体的に利用に供しなけれ

ば公共交通移動等円滑化基準に適合させることが構造上その他の理由により著しく

困難であると主務大臣が認める旅客施設の敷地に隣接し、又は近接する土地におい

て当該建築物特定施設を有する建築物（以下「協定建築物」という。）の建築等をし

ようとするときは、協定建築物の建築等及び維持保全の計画を作成し、所管行政庁

の認定を申請することができるものとする。

二 所管行政庁は、一の計画が一定の基準に適合すると認めるときは、認定をするこ

とができるものとする。

三 二の認定を受けた計画に係る協定建築物について容積率に係る特例を設けるもの

とする。

(第22条の２関係)

⑥ 市町村による移動等円滑化の取組の強化

一 移動等円滑化促進方針の作成等

１ 市町村は、基本方針に基づき、単独で又は共同して、当該市町村の区域内の移

動等円滑化促進地区について、移動等円滑化促進方針を作成するよう努めるもの

とする。

２ 都道府県は、市町村に対し、その求めに応じ、移動等円滑化促進方針の作成及

びその円滑かつ確実な実施に関し、各市町村の区域を超えた広域的な見地から、

必要な助言その他の援助を行うよう努めなければならないものとする。(第24条の

２関係)



３ 移動等円滑化促進方針において定められた移動等円滑化促進地区の区域におい

て、旅客施設の建設、道路の新設等当該区域における移動等円滑化の促進に支障

を及ぼすおそれのある一定の行為をしようとする公共交通事業者等又は道路管理

者は、当該行為に着手する日の三十日前までに、行為の種類等を市町村に届け出

なければならないものとする。

４ 市町村は、３の届出があった場合において、その届出に係る行為が移動等円滑

化促進地区における移動等円滑化の促進を図る上で支障があると認めるときは、

その届出をした者に対し、その届出に係る行為に関し旅客施設又は道路の構造の

変更その他の必要な措置の実施を要請することができるものとする。

５ 市町村は、４の要請を受けた者が当該要請に応じないときは、その旨を主務大

臣に通知することができるものとするとともに、主務大臣は、当該通知があった

場合において、当該要請を受けた者が正当な理由がなくて必要な措置を実施して

いないと認めるときは、当該要請を受けた者に対し、当該措置を実施すべきこと

を勧告することができるものとする。（第24条の６関係）

二 基本構想の作成等

市町村は、基本構想を作成するよう努めるものとするとともに、都道府県は、市

町村に対し、その求めに応じ、基本構想の作成及びその円滑かつ確実な実施に関し、

各市町村の区域を超えた広域的な見地から、必要な助言その他の援助を行うよう努

めなければならないものとする。（第25条関係）

三 移動等円滑化促進方針及び基本構想の評価等

市町村は、移動等円滑化促進方針又は基本構想を作成した場合においては、おお

むね五年ごとに、移動等円滑化に関する措置の実施の状況についての調査、分析及

び評価を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、移動等円滑化促進

方針又は基本構想を変更するものとする。

（第24条の３及び第25条の２関係）

四 市町村による情報の収集、整理及び提供等

１ 移動等円滑化促進方針又は基本構想には、移動等円滑化に関する情報の収集、

整理及び提供に関する事項を定めることができるものとする。

２ 移動等円滑化促進方針又は基本構想において、市町村が行う移動等円滑化に関

する情報の収集、整理及び提供に関する事項が定められたときは、市町村は、当

該移動等円滑化促進方針又は当該基本構想に基づき移動等円滑化に関する事項に

ついての情報の収集、整理及び提供を行うものとする。

（第24条の７及び第40条の２第１項関係）

３ 公共交通事業者等及び道路管理者は、２の情報の収集、整理及び提供を行う市

町村の求めがあったときは、高齢者、障害者等が旅客施設及び特定道路を利用す

るために必要となる情報を当該市町村に提供しなければならないものとし、路外

駐車場管理者等、公園管理者等及び建築主等は、当該市町村の求めがあったとき

は、高齢者、障害者等が特定路外駐車場、特定公園施設及び特別特定建築物を利

用するために必要となる情報を当該市町村に提供するよう努めなければならない

ものとする。

（第24条の８及び第40条の２第２項関係）

⑦ 移動等円滑化施設協定

一 移動等円滑化促進地区内又は重点整備地区内の一団の土地の土地所有者等は、そ



の全員の合意により、高齢者、障害者等が円滑に利用することができる案内所等の

整備又は管理に関する事項等を定める移動等円滑化施設協定を締結することができ

るものとする。

二 移動等円滑化施設協定は、市町村の認可を受けなければならないものとするとと

もに、当該認可の公告のあった移動等円滑化施設協定は、その公告のあった後にお

いて当該移動等円滑化施設協定区域内の土地所有者等となった者に対しても、その

効力があるものとする。(第51条の２関係)

【施行日】

・平成３０年１１月１日･･･①、④、⑥

・平成３１年 ４月１日･･･②、③、⑤、⑦

○高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の一部を改正する政令

（平成30年政令第298号）

【概要】

① ホテル又は旅館の車椅子使用者用客室の設置基準の見直し

床面積の合計が二千平方メートル以上で、客室の総数が五十以上のホテル又は旅館

を建築する場合には、車椅子使用者用客室を客室の総数に百分の一を乗じて得た数以

上設けることとする。（第15条第１項関係）

② 認定協定建築物の容積率の特例

認定協定建築物の容積率の算定に算入しないこととする床面積は、認定協定建築物

の延べ面積の十分の一を限度として、国土交通大臣が定めるものとする。（第24条関係）

③ 移動等円滑化促進地区における事前届出の対象となる行為

一 移動等円滑化促進地区における公共交通事業者等による事前届出の対象として、

生活関連旅客施設の建設又は改良であって、当該生活関連旅客施設における車両等

の乗降口と当該生活関連旅客施設に隣接する他の生活関連旅客施設等との間の経路

を構成する出入口の新設又は構造若しくは配置の変更を伴うものを定めるものとす

る。（第25条第１号関係）

二 移動等円滑化促進地区における道路管理者による事前届出の対象として、生活関

連経路を構成する道路法による道路のうち、生活関連旅客施設等で当該道路に接す

るものの高齢者、障害者等による円滑な利用を確保するため必要があると認めて市

町村が国土交通省令で定めるところにより指定する部分の新設、改築又は修繕を定

めるものとする。（第25条第２号関係）

【施行日】

・平成３０年１１月１日･･･③

・平成３１年 ４月１日･･･②

・平成３１年 ９月１日･･･①


